
大学憲章2022

大阪観光大学の起源は、「明く、浄く、直く」の理念を掲げ、1921

年に大阪市の寺院団によって設立された明浄高等女学校に遡りま

す。この学校は、中等・高等教育は男子のものと考えられていた時

代に、閉ざされていた門戸を女子にも開き、より高い教育を行おう

とするものでした。学校法人明浄学院は、1985年に大阪明浄女子

短期大学を創設し、女子教育の射程を大学に広げました。

高等教育機関への女子の進学がさらに進む中で、2000年には、

新たに男女共学の４年制大学として大阪明浄大学を設置しました。

ここにおいて、高等学校及び短期大学の開設による女子への高等

教育の普及という当初の建学の理念は、発展的にその役割を終え

たということができます。

大阪明浄大学は、学部としては観光学部の創設でもありました。

ここで本学の基本理念は、観光人材の育成のための観光教育の発

展に大きく舵を切ることになりました。上述のような女子教育を旨と

する建学は、時代における先進性を示すものでしたが、観光学部の

創設もまた、「観光立国」への流れをいち早く受け止めた改組でし

た。さらに、2006年には大学の名称そのものも大阪観光大学に変

更し、高等教育機関としての目的を、観光学と観光教育の発展にお

くことを鮮明にしました。大学名に観光を冠する日本で最初の大学

の誕生です（2009年大阪明浄女子短期大学廃止）。2013年には

観光教育をさらに強化する視点から日本の情報を世界に発信する

国際交流学部を設置しました。

こうした経緯の上にさらに、2022年には明浄学院高等学校の経

営を外部に移管し、法人名称についても学校法人大阪観光大学と

することにより、名実ともに観光学と観光教育の発展に目的を特化

した高等教育機関としての社会的使命を明確にすることとしました。

大学運営のこの節目において、大阪観光大学は、女性の自由の

拡大に関わる当初の建学の精神を受け継ぎつつ、自由を基本コン

セプトとして、観光学と観光教育の発展に連なる大学の新たな憲章

を制定しました。私たち大阪観光大学の教職員は、高等教育を担う

主体として、不断の努力によって本憲章の精神を保持し発展させ

ていく決意をここに宣言します。

自由を共に楽しみ、社会を共に生きぬく前文

３つの基本理念 ３つの社会的使命

観光は、自由な人間的生命活動としての余暇活動をリードします。

その発展を、市民的人格形成の指標として捉え、観光の発展を通

して束縛から解放された自由な社会の実現に寄与します。

（束縛から）自由へⅠ

世界中で社会的分断・暴力的紛争が多発している中で、「観光は

平和へのパスポート」という国連のメッセージを旨とし、孤立と対

立のない平和な共生社会の実現に貢献する道を歩みます。

（孤立から）共生へⅡ

観光の発展が自然生態系や地域社会の循環に悪影響を及ぼす

事態が現れています。環境に優しい健全な観光の発展を通して、

持続可能な社会の実現を目指します。

（浪費から）持続へⅢ

大阪観光大学は、現代社会の人間形成上の諸課題を深く認識し、

観光と人生を楽しむ力を備えた世界市民の発展を支援すると共

に、現代を生きぬく力を備えた観光業・サービス事業等に携わる

職業人を養成します。

楽しむ力と生きぬく力の養成Ⅰ

大阪観光大学は、観光がグローバル化した現代を読み解く新しい

観光学を確立し、これに基づいて観光事象の過去・現在を解明し、

自由で持続可能な共生社会実現への道筋を展望します。

観光学の確立と発展Ⅱ

大阪観光大学は、地域・社会の方々の参画、観光事業等の実業

界との連携を得て、地域に愛され世界に開かれた大学として、地

域・社会への貢献を続けます。

地域・社会への貢献Ⅲ

大阪観光大学

大学憲章2022

10の約束

教職員行動指針

学校法人大阪観光大学

大阪観光大学
〒590-0493 大阪府泉南郡熊取町大久保南5-3-1

TEL：072-453-8222

FAX：072-453-1451

https://www.tourism.ac.jp



10の約束

● 他者と主体的に協働することのできる人間関係力を育
てます。

● 楽しさを享受し現代社会を生きぬくための能力を育み
ます。

● 多文化共生、異文化への理解を深めるための教育を充
実させます。

● 小規模大学の特性を生かし､入学前の準備から卒業後
の進路選択までを支援します。

● 経済的諸困難を抱える学生を支援します。

● 働きながら学ぶ経験を生かせるように応援します。

● 多国籍、多文化の背景をもつ学生の学修と交流を応援
します。

● 日本語を母語としない学生の学修と生活を応援します。

● 障がい等さまざまな課題を持つ学生を、専門家の関与
を得て教職協働によって支援します。

● 受験生の気持ちに寄り添った丁寧な大学案内を行いま
す。

● 個々の意欲を引き出し、多面的に評価する入学者選抜
を行います。

● 観光立国・日本での学びを求める世界中の若者を積極
的に迎え入れます。

● 世界に向けた情報発信を強化し、大学のみならず地域
の魅力を伝えます。

● 大学進学を目指す留学生の学びをサポートする日本語
別科を運営します。

● 同窓会を支援し、在学生と卒業生の交流を促進します。

● 卒業生との連携を強化し、学生のキャリア形成を応援し
ます。

● さらなる「学び」やキャリア変更を希望する卒業生を支
援します。

● 観光学教育を牽引する大学にむけて、これまでの観光
学部、国際交流学部の２学部体制を見直し、国際交流
学部での教育、研究の実績を組み込んだ新たな観光学
部１学部体制に再編成します。

● 観光学研究所を改組した観光学研究教育センターに教
育・研究支援、地域・産学連携にかかわるコーディネイ
ターを配置し、教育、研究、社会連携の飛躍的発展を
目指します。

● 民間事業体、公共機関等多様な場で活躍できる観光人
材を育てます。

● 魅力ある観光地の創造と観光行動を支援できる人材を
育てます。

● キャリア教育やインターンシップを通じて、一人ひとりに
寄り添った観光業やサービス業等への就職支援を行い
ます。

● 本学教員は､それぞれの専門分野の立場から先端的観
光学研究の一端を担うとともに､その研究成果を生かし
た観光学教育の発展に寄与します。

● 観光学の発展を通じて､世界平和および持続可能で健
全な地球環境の維持と地域社会の発展に貢献していき
ます。

● 国内外の観光学研究者､観光系大学､大学院と連携し､
高度観光人材や観光学研究の発展を進めます。

● 国連認証の獲得など観光教育機関としてのグローバル
かつ高度な社会的評価の獲得を目指します。

● 同町内にある大阪体育大学、関西医療大学等周辺大
学との連携・協働により地域の高等教育の発展に寄与
します。

● 熊取町、泉佐野市をはじめ地域・自治体、生徒、住民と
の連携・協働を強めます。

● 地域の国際化、多文化交流に貢献します。

● 地域住民が大学の様々な機能を利用できるよう施設整
備を行います。

● 教員と職員がお互いに敬意(リスペクト)をもち、教職協
働で教育等業務を遂行します。

● 学生への信頼と期待にもとづき、大学運営への参画を
保障します。

● 卒業生、地域、観光事業の発展に関心をもつ人々の声
に耳を傾け改革を進めます。

● 観光学教育、観光事業、観光政策等に携わる専門家を
メンバーとするアドバイザリーボード(諮問委員会)を常
設し、教育、研究、組織の在り方の自己改革を図ります。

● 健全財政の確立により、「経営指導法人」から脱し、自
立経営を実現します。

● 私学諸団体等と連携し、私学の公費助成等教育研究の
制度整備に取り組みます。

● 教職員の適正な賃金保障を含む労働条件、教育研究
条件の改善に努めます。

● 老朽化した施設等を計画的に改修しエコキャンパス化
にむけた施設整備を行います。

● オンライン授業等が円滑に行えるよう情報環境を整備
します。

● 人権・コンプライアンスに配慮し、透明性ある経営を行
います。

● SDGs の実現等の地球規模課題解決に寄与する大学
経営を行います。

● 充実した教員の研修、職員の研修、教職協働の研修に
取り組みます。

● 経営者層は、不断の研鑚により時代と社会に応える経
営のあり方を追求します。

● 女性教職員の大学運営の意思決定への関与を拡大し、
男女共同参画の実現を目指します。

● 認証評価の結果を受けガバナンス体制の強化と積極
的な情報公開を行い、本法人の透明性の確保を行いま
す。

教職員行動指針

私たち教職員は......

 学生の成長を第一に考えます。

 法令・規則を遵守します。

 コミュニケーションと情報共有を徹底します。

 主体性を持って責任を全うします。

 創意工夫によって新しい取り組みに挑戦します。

 学生にとって良き模範となるよう行動します。

現代社会を生きるための楽しむ力・生きぬく
力を備えた世界市民を養成しますⅠ

観光に対する市民的欲求の健全な実現と
発展を支える人材の育成に取り組みますⅡ

新しい観光学を確立することにより観光事
象の過去･現在を解明し未来を展望しますⅢ

多様な文化的背景をもつ学生の大学生活を
応援しますⅣ

学びを求め続ける世界の若者や社会人を迎
え入れますⅤ

同窓会と連携し、学生の生涯を応援しますⅥ

地域を支え、地域に愛される大学としての
諸活動を進めますⅦ

教員、職員、学生等の参加で教育、研究、
組織を不断に自己改革しますⅧ

自立自走できる経営を確立し、教育研究
環境を整備しますⅨ

社会から信頼される大学経営を行いますⅩ
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